
１
万
２
４
０
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世
帯
分
の
二
酸
化
炭
素
を

削
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し
ま
し
た

　
家
庭
用
の
太
陽
光
発
電
シ

ス
テ
ム
や
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム（
燃

料
電
池
）の
導
入
、
既
存
住

宅
の
断
熱
改
修
、
事
業
者
用

の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備

（
太
陽
光
発
電
・
風
力
発
電
・

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
）の
導
入
な

ど
を
支
援
し
、
省
エ
ネ
効
果

と
し
て
約
５
万
５
４
２
０
㌧

の
二
酸
化
炭
素
排
出
を
削
減

し
ま
し
た
。

森
林
を
整
備
し
、

森
の
働
き
を
高
め
ま
し
た

　
二
酸
化
炭
素
吸
収
機
能
を
高
め
、
降
雨
な

ど
に
よ
る
山
崩
れ
や
土
壌
の
流
出
を
防
止
す

る
た
め
、
５
１
４
㌶
の
間
伐
や
、
５８
㌶
の
造

林
な
ど
の
森
林
整
備
を
推
進
し
ま
し
た
。

　
県
民
の
皆
さ
ん
か
ら
お
預
か
り
し
た
県
環

境
税
は
、
県
内
の
市
町
村
へ
も「
み
や
ぎ
環
境

交
付
金
」と
し
て
配
分
し
、
全
市
町
村
で
活

用
さ
れ
て
い
ま
す
。
事
業
内
容
は
以
下
の
と

お
り
で
す
。
　

　
県
環
境
税
は
、
課
税
目
的
に
沿
っ
た
事
業

に
の
み
使
用
し
、
そ
の
使
い
道
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、「
環
境
創
造
基
金（
以
下「
基
金
」）

に
積
み
立
て
て
管
理
し
て
い
ま
す
。（
左
表
）

　
基
金
の
残
高
は
、
令
和
元
年
度
以
降
の
事

業
に
引
き
続
き
活
用
し
て
い
き
ま
す
。
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６
６
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み
や
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組
み
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す
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と

問
税
務
課

☎
０
２
２（
２
１
１
）２
３
２
３
　

問
い
合
わ
せ
先

市町村での「みやぎ環境交付金」活用事業

　市町村が地域の実情に応じた環境課題の解決のため、６つの事業メニューから選択し実施する事業へ活用しました。

公共施設、学校、商店街などでのCO2削減対策：電気自動車の率先導入や学校施設・街灯のＬＥＤ化
野生鳥獣対策：被害防止電気柵などの設置、わなの購入補助
自然環境保全や環境緑化に関わる活動	　　など

メニュー例

石 巻 市 太陽光エネルギーを活用した電動フォークリフトの魚市場へ
の導入支援

気仙沼市 緊急時の非常電源としても使用できるソーラー街路灯の国立
公園内への設置

大 崎 市 「化女沼」ラムサール条約湿地登録１０周年記念「湿地・里山再生プロジェクト」ほか

富 谷 市 公共施設への純水素燃料電池導入と市民啓発イベントの
開催

七ヶ浜町 公用電気自動車を活用した普及啓発事業

平成３０年度に実施された事業

ど
の
よ
う
な
成
果
が
あ
り
ま
し
た
か
？

基
金
の
残
高
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か

税
を
活
用
で
き
る
の
は
県
だ
け
で
す
か
？

平均的な家庭約１万２４００世帯分の年間排出
量とほぼ同じ量≒亘理町の世帯数

平成30年度のCO₂削減量  5万5420㌧

金額（円）

平成29年度末の基金残高① 7億1265万

平成30年度収入②（税収、運用など） 17億3781万

平成30年度支出③ 17億		913万

平成30年度末の基金残高①+（②-③）
(　)内前年度比変化額②-③

7億4133万
(+2868万)

表／平成30年度の収支と基金の残高

石巻魚市場で活躍する電動フォークリフト

　各市町村独自の環境課題への取り組み、メニュー選択型事業の複合的な取り組み、震災復興における環境に関する取り
組みなど、市町村が創意工夫して行う地域の環境課題解決に向けた事業に活用しました。

予算：5000万円（1000万円×５市町村：上限）市町村提案型事業2

予算：2億7000万円（全市町村合計）メニュー選択型事業1
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県
は
、
以
下
の
４
つ
の
視
点
を
設
定
し
、

「
新
み
や
ぎ
グ
リ
ー
ン
戦
略
プ
ラ
ン
」と
し
て

施
策
を
ま
と
め
て
い
ま
す
。
平
成
30
年
度
は

47
の
事
業
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　
そ
の
ほ
か
、
市
町
村
向
け
事
業「
み
や
ぎ

環
境
交
付
金
事
業
」を
実
施
し
ま
し
た（
次

ペ
ー
ジ
参
照
）。

みやぎ環境税
未来のために今できること
～平成30年度実施事業とその成果～

図／平成30年度 実施事業の概要

県は、宮城の豊かな環境を守り、次の世代へ引き継いで
いくために、平成23年度からみやぎ環境税（以下「県環境
税」）を導入し、さまざまな事業に取り組んでいます。

ど
の
よ
う
な
事
業
を
実
施
し
ま
し
た
か
？

自主的・継続的に環境に優しい行動を実施する人材の育成や環境教育を一層充実させる
取り組みを推進しました。

環境共生型社会構築のための人材の充実 　7事業／ 4094万円視点4

児童・生徒のための環境教育推進事業／ 149万円
県内の児童・生徒を対象にＮＰＯなどと協働して環境教育に関する出前講座を実施

自然の家　人と自然の交流事業／ 139万円
県内の環境学習関連施設で自然体験プログラム（登山など）を実施

主
な
事
業

環境配慮と経済発展が両立する地域社会を構築するため、事業者や家庭での積極的な
二酸化炭素の削減に向けた取り組みを推進しました。

低炭素社会の推進　14事業／ 6億2334万円視点１

再生可能エネルギー等設備導入支援事業／ 5630万円
産業部門から出る温室効果ガスの発生量を抑えるため、県内事業者が再生可能エネルギー設
備を導入する経費の一部を補助

水素エネルギー利活用普及促進事業／ 338万円
化石燃料に替わるクリーンエネルギーである水素の利活用の普及啓発のため、県民向けイベントなどを実施

主
な
事
業

二酸化炭素の吸収機能など多面的機能を持つ森林や里山の管理・保全と森林資源活用に
向けた取り組みを推進しました。

森林の保全・機能強化　12事業／ 6億5974万円視点2

温暖化防止森林更新推進事業／ 7856万円
伐採後の森林の更新に必要な経費の一部を補助

県産材利用エコ住宅普及促進事業／ 2億7175万円
優良みやぎ材などの県産木材を使用して新築した戸建て木造住宅に対し経費の一部を補助
木材の需要が拡大すると、県内の森林の管理が活発になるほか、地球温暖化の原因となる二
酸化炭素が木材として貯蔵される量が増えます

主
な
事
業

伐採後の森林への植栽伐採後の森林への植栽

県政 ニュース

生物多様性・自然環境の保全　14事業／ 7248万円視点3

野生鳥獣適正管理事業／ 1455万円
鳥獣被害対策専門指導員による有害鳥獣の捕獲支援や個体数の調整

七ツ森里山環境学習林保全事業／ 179万円
七ツ森里山環境学習林内で生物多様性を保全するササ刈りなどを実施

主
な
事
業

生物多様性や自然環境を保全・再生し次世代へ継承する取り組みを推進しました。

燃料電池自動車の展示燃料電池自動車の展示

専門指導員による有害鳥獣の捕獲活動専門指導員による有害鳥獣の捕獲活動

こども環境教育出前講座こども環境教育出前講座
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